
         

 

 

 

 

1 趣旨 

  ICT 機器の普及や、IoT 等の本格的な実用化に向けた動きが進む中、今後、IoT の意義を理

解し、様々な課題の解決などに結びつける能力を有する人材に対するニーズが高まっていくと

考えられることを踏まえ、本事業は産学官連携のもと新技術に関する実践的な訓練を実施し、

企業の現場において、製造ラインの IoT 化等の新技術活用をけん引する人材を育成するため

に必要な活動に対し育成資金を支援するものです。 

2 支援対象企業 

  製造ラインの IoT 化等、新技術活用をけん引する人材を育成しようとする企業で、本社又

は事業所を岩手県内に有する企業とします。 

3 支援内容及び経費 

公益財団法人いわて産業振興センターは、支援対象企業が実施する製造ラインの IoT 化等

に必要な育成または、新技術活用をけん引する人材の育成を図ることに要する経費に対して、

その経費を支援すします。（ただし、他の補助金、助成金の対象となる事業活動に要する経費

を除く。）支援対象とする経費については、別紙「IoT 対応人材育成支援事業実施要領」内、

対象経費をご覧下さい。 

4 支援金額と支援率 

 支援件数は 1 社当たり 1 件とし、支援金額と支援率は以下のとおりになります。 

 支援上限額 支援率 対象経費 

受講者の育成に関するもの 1,300千円 100％ 1,300千円 

5 事業実施期間 

支援金交付決定日（事業開始）から３月中旬頃 ※要相談 

6 募集期間 

  募集期限は 1 月 31 日とします。 

7 支援企業の選定 

 提出書類に基づきセンターが書面審査、ヒアリング調査を行い、「IoT 対応人材育成支援事業

審査委員会」で審査を行い決定します。 

8 問合わせ先 

 （公財）いわて産業振興センター ものづくり振興グループ 担当 山根 

  〒020-0857 岩手県盛岡市北飯二丁目 4－26 

  TEL：019-631-3825  FAX：019-631-3830  

 

 

 

IoT対応人材育成支援事業 



別紙 

 

IOT 対応人材育成支援事業対象経費 

 

対象経費 

１ 受講者の育成に関するもの 

 指導者謝金 

   ･支援企業の受講者を指導することに要する謝金 

 指導者旅費 

   ･支援企業の受講者を指導するために要する旅費 

 研究機材使用料 

  ・受講に必要な機材の使用料 

 教材費 

  ・受講に必要な教材の購入費 

 

 

■IoT 対応人材育成支援事業実施要領 

■事業使用帳票（様式 1～8 号） 

http://www.joho-iwate.or.jp/iotj/yoryo.doc
http://www.joho-iwate.or.jp/iotj/chohyo.doc

